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○
限
度
額
適
用
認
定
証
と
限
度
額
適

用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証

　

入
院
時
の
病
院
窓
口
負
担
を
軽
減

す
る
た
め
の
、
限
度
額
適
用
認
定
証

と
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額

認
定
証
の
有
効
期
限
は
７
月
31
日
ま

で
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

自
動
更
新
で
は
あ
り
ま
せ
ん
の

で
、
８
月
以
降
も
引
き
続
き
認
定
証

が
必
要
な
方
は
７
月
中
に
申
請
し
て

く
だ
さ
る
よ
う
お
願
い
し
ま
す
。

○
免
除
・
猶
予
制
度
の
種
類

①
免
除
（
全
額
免
除
・
一
部
納
付
）

申
請

　

本
人
・
配
偶
者
・
世
帯
主
の
前
年

所
得
が
一
定
額
以
下
の
場
合
、
保
険

料
の
納
付
が
全
額
、
ま
た
は
一
部
免

除
さ
れ
ま
す
。

②
若
年
者
納
付
猶
予
申
請

　

30
歳
未
満
の
方
で
、
本
人
・
配
偶

者
の
前
年
所
得
が
一
定
額
以
下
の
場

合
、保
険
料
の
納
付
が
猶
予
さ
れ
ま
す
。

③
学
生
納
付
特
例
申
請

　

学
生
の
方
で
本
人
の
前
年
所
得
が

一
定
額
以
下
の
場
合
、
保
険
料
の
納

付
が
猶
予
さ
れ
ま
す
。

申
請
に
必
要
な
も
の

①
年
金
手
帳

②
印
鑑

③
所
得
証
明
書
（
１
月
２
日
以
降
に

町
内
に
転
入
さ
れ
た
方
）

④
雇
用
保
険
受
給
資
格
者
証
、
離
職

票
（
退
職
に
よ
る
申
請
の
方
）

⑤
学
生
証
の
写
し
（
学
生
の
み
）

　

所
得
の
減
少
や
失
業
な
ど
、
経
済
的
な
理
由
で
保
険
料
を
納
付
す
る

こ
と
が
困
難
な
場
合
は
、
本
人
の
申
請
に
よ
り
保
険
料
の
納
付
が
「
免

除
（
一
部
納
付
）」、
ま
た
は
「
猶
予
」
さ
れ
る
制
度
が
あ
り
ま
す
。

※
認
定
証
の
対
象
と
な
ら
な
い
方
も

い
ま
す
の
で
、
新
た
に
申
請
を
希
望

さ
れ
る
方
は
住
民
課
国
保
年
金
班
へ

お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

申
請
に
必
要
な
も
の

①
印
鑑

②
現
在
交
付
さ
れ
て
い
る
認
定
証

国民健康保険税が改正されました
◎�医療給付費分、後期高齢者（長寿医療制度）支援金分、介護納付金分の資産割率の賦課を廃止し
ました。

◎基準を満たす低所得世帯の軽減割合を７割軽減・５割軽減・２割軽減に拡充しました。
◎地方税法施行令の改正により、介護納付金分の賦課限度額を１０万円に引き上げました。

○４０歳未満の方は、医療給付費分と後期高齢者支援金分が課税されます。
○４０～６４歳の方は、医療給付費分、後期高齢者支援金分、介護納付金分が課税されます。
○６５～７４歳の方は、医療給付費分と後期高齢者支援金分が課税されます。
国保税は、町の国民健康保険を運営する貴重な財源です。
国保税の期限内納付にご協力をお願いします。
◆問い合わせ　税務課課税班　☎８４－１２１２

医療給付費分

　　　7.00 %

廃　　止

20,000 円

△ 4,000 円

△10,000 円

△14,000 円

25,000 円

△ 5,000 円

△12,500 円

△17,500 円

470,000 円

所得割率

資産割率

均等割額（一人当り）

 ２割軽減世帯

５割軽減世帯

７割軽減世帯

平等割額（世帯当り）

２割軽減世帯

５割軽減世帯

７割軽減世帯

賦課限度額

後期高齢者支援金分

　　　　　 1.50%

 廃　　止

　　　9,000 円

△1,800 円

△4,500 円

△6,300 円

6,000 円

△1,200 円

△3,000 円

△4,200 円

120,000 円

介護納付金分

1.50%

廃　　止

9,000 円

△1,800 円

△4,500 円

△6,300 円

6,000 円

△1,200 円

△3,000 円

△4,200 円

100,000 円

国
民
年
金
保
険
料

　
　
免
除
・
猶
予
制
度
が
あ
り
ま
す

平成２１年度国保税の税率及び税額


